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1. １８歳人口、進学率等の推移

短大入学者数（万人）

専門学校入学者数（万人）

高校等卒業者数（万人）

18歳人口（万人）

高専４年次在学者数

大学入学者数（万人）

● 18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者数
● 進学率１ ＝ 当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者数

18歳人口
● 進学率２ ＝ 当該年度の大学・短大の入学者数

18歳人口
○ 高校等卒業者数 ＝ 高等学校卒業者数及び中等教育学校後期課程修了者数
○ 現役志願率 ＝ 当該年度の高校等卒業者数のうち大学・短大へ願書を提出した者の数

当該年度の高校等卒業者数
○ 収容力 ＝ 当該年度の大学・短大入学者数

当該年度の大学・短大志願者数

出典：文部科学省「学校基本調査」（平成25年度は速報値）、平成38年～43年度については国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（出生中位・死亡中位）」を基に作成

１８歳人口は、平成２１～３２年頃までほぼ横ばいで推移するが、
３３年頃から再び減少することが予測されている。

年
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2. 国公私立大学の学生数の推移

学生数の推移
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60,973 60,930 60,882 60,897 60,937 60,712 60,991 61,019 61,246 61,689 62,702 62,825 63,218

10,769 10,860 10,977 11,188 11,426 11,743 11,786 12,073 12,402 12,646 12,813 12,876 12,871

80,830 83,260 84,296 86,685 89,327 92,018 94,859 96,822 98,391 100,068 101,169 101,869 102,580
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3. 国公私立大学の教員数の推移



6

4. 高等教育機関に在籍する外国人留学生数の推移

3,905 4,590 5,384 
6,838 

8,035 9,354 

10,568 
12,383 13,816 

15,004 
16,592 17,740 18,645 19,779 19,856 20,483 22,679 23,585 

25,146 
26,229 

28,542 29,514 

30,278 30,910 31,592 
32,666 

35,405

39,097
39,749

39,641

5,693 6,216 7,201 
8,291 

9,803 
11,246 13,486 

16,390 

18,710 
21,364 

23,677 25,009 25,477 25,504 25,052 25,159 

26,160 30,612 

39,502 

50,321 

57,911 
62,311 

64,774 

63,437 

62,159 

63,175 

67,108 

72,665 71,244

71,361

830 1,604 2,424 3,502 4,316 5,043 
7,197 

12,574 12,540 12,193 12,136 11,038 
9,725 7,638 6,139 5,656 6,916 

8,815 

12,324 

17,173 
21,233 

23,833 

25,197 

21,562

22,399 

25,753
27,914 

27,872 

25,463

25,167

999 1,840 1,827 1,822 1,644 
1,563 

2,018 
2,348 2,235 2,293 

2,140 
1,619 

1,587 

10,428 

12,410 

15,009 

18,631 

22,154 

25,643 

31,251 

41,347 
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64,011 
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（人）

（年度）

大学院

学部・短期大学・高等専門学校

専修学校（専門課程）

準備教育課程

留学生総数
(高等教育機関在籍者数）

(各年5月1日現在）

※参考： 日本語教育機関に在籍する外国人留学生数（平成24年５月１日現在） 24,092人（上記留学生総数には含まれない。）

我が国の高等教育機関に在籍する外国人留学生数の推移
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5. 大学への公財政支出の規模

■ 国の経済規模（ＧＤＰ）に対して、教育機関への公財政支出は、ＯＥＣＤ諸国
の中で最低の水準であり、約半分の水準。

■ 日本は家計の負担割合が高い。教育の受益者は社会全
体であり、広く社会全体で負担する方向に転換すべき。

家計

公財政

その他私費

※ドイツとＯＥＣＤ
平均については
家計負担割合が
不明。

※奨学金などの
私的（部門）補助
は、公費負担に
は含まれない。

教育費の公費・私費負担割合

（出典）OECD「図表でみる教育（2013）」より作成

■ 諸外国は近年、高等教育への投資を
拡大しているが、日本は横ばい。

■ 日本は授業料が高く、奨学金受給率が低い。

高等教育機関への公財政支出の推移
（2000年を100として）

グループ４
（ドイツを含む）

グループ２

グループ３
（韓国含む）

国
立
（州
立
）大
学
の
授
業
料
（ド
ル
）

学生のうち奨学金等の受給率（％）

グループ１

（出典）OECD「図表でみる教育（2013）」より作成

（出典）OECD「図表でみる教育（2013）」より作成

授業料が

高く，支援

も

それほど

充実してい

ない
授業料が低く，支援はそれほど
充実していない

授業料が高いが

支援は手厚い

◆

○ 高等教育への公財政支出は、諸外国と比べ低水準

（％）

（出典）「OECD 図表でみる教育（2013）」

高等教育への公財政支出（教育機関への支出・対ＧＤＰ）

ＯＥＣＤ平均

（2010年）

（2010年）

※独のみ2009年の数値
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6. 運営費交付金と競争的資金等獲得状況（受入額ベース）

出典：国立大学法人等の平成24事業年度決算等について

＊ 国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律の趣旨を踏まえた給与減額支給措置の影響により、平成２４年度は運営費交付金の額が大幅に減少している。
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7. 科学技術関係経費の推移
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8. 科研費の推移

第１期基本計画

（＋４９５億円）

第２期基本計画

（＋４６１億円）

第３期基本計画
（＋１２０億円）

第４期基本計画

※予算額は、当初予算額を計上。

※平成23年度から一部種目について基金化を導入したことにより、予算額には、翌年度以降に使用する研究費が含まれることとなったため、予算額が当該
年度の助成額を表さなくなった。そのため、当該年度に助成する金額を｢助成額｣として、予算額とは別に表記している。

1,018 

1,122 
1,179 

1,314 

1,419 

1,580 

1,703 
1,765 

1,830 
1,880 1,895 1,913 1,932 

1,970 2,000 

2,633 2,566 

2,381 

2,2762,204

2,307 2,318 2,305
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900
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2,700

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

億円

年度

間接経費の導入
（H13年度～）

基金化の導入、
採択率の改善
（H23年度）

※助成額

※予算案
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9. 国立大学法人等の共同研究、受託研究の実施件数

9,378 

11,362 
12,405 

13,654 14,303 14,098 14,677 15,032 15,475 

7,827 
9,008 

10,082 10,584 10,682 
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■必要面積及び保有面積の推移

（平成25年５月１日現在）

1,880
1,921

1,956
1,980

2,010
2,030

2,044
2,071

2,103

2,146

2,362

2,402

2,494

2,581

2,619
2,675

2,756
2,793

2,829
2,855

2,7862,810
2,8232,835

2,842
2,849

2,857 2,868
2,871

2,887

1,775
1,796

1,820 1,836

1,876 1,894
1,923 1,944

1,965
2,002

2,069 2,078
2,129

2,168
2,193

2,269

2,321
2,351

2,434
2,477

2,508
2,520

2,528
2,551

2,575 2,599
2,645

2,658
2,692
2,765

1400

1600

1800

2000

2200

2400

2600

2800

3000

S59 S61 S63 H2 H4 H6 H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24

必要面積

保有面積

0
H25

万㎡

H25.5.1

施設種別
補助

整備率
要整備
面積

大学教育・研究施設 86.2% 219.7万㎡

大学図書館 64.0% 47.8万㎡

大学体育施設 99.1% 0.4万㎡

大学支援施設 103.1% ▲2.3万㎡

附属学校 76.3% 40.3万㎡

■整備率

施設種別
補助

整備率
要整備
面積

大学教育・研究施設 84.6% 243.5万㎡

大学図書館 61.9% 50.3万㎡

大学体育施設 97.9% 1.0万㎡

大学支援施設 104.1% ▲3.1万㎡

附属学校 75.7% 41.3万㎡

H23.5.1（第３次５か年計画開始時）

10. 必要面積及び保有面積の推移，整備率
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【平成２４年度版】
11. 第３次５か年計画のフォローアップ
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12. 若手研究者の実験・研究スペース確保割合

○独立したスペースを持つ若手研究者の1人当たりの実験・研究スペースの面積は

14.2㎡。

若手研究者の実験・研究スペース確保割合（法人種別）

20.1%
(15.1㎡/人）

18.5%
(21.3㎡/人)

14.8%
(13.6㎡/人)

38.1%
(5.2㎡/人)

38.8%
(10.5㎡/人)

77.3%
(10.4㎡/人)

37.5%
(12.3㎡/人)

27.7%
(13.5㎡/人)

31.0%
(16.7㎡/人)

92.2%

(37.7㎡/人)

70.0%

(13.1㎡/人)
70.2%

(15.5㎡/人)
66.7%

(5.2㎡/人)

61.9%

(11.1㎡/人)
27.5%

(3.5㎡/人)

22.5%

(32.8㎡/人)

58.7%

(14.8㎡/人) 64.6%

(13.6㎡/人)

65.0%

(42.4㎡/人)

7.8%

(70.7㎡/人)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H24 H24 H24 H24 H24 H24 H24 H24 H24 H24

大規模大 理工系大 文科系大 医科系大 教育系大 大学院大 総合大

（医有）

総合大

（医無）

共同利用機関 高専機構

共同利用の実験・研究スペースを保有している若手研究者の割合

独立した実験・研究スペースを保有している若手研究者の割合

大規模大 理工系大 文科系大 医科系大 教育系大 大学院大
総合大
（医有）

総合大
（医無）

共同利用
機関

高専機構

12.2㎡/人 14.8㎡/人 5.5㎡/人 8.9㎡/人 5.0㎡/人 15.5㎡/人 13.3㎡/人 12.5㎡/人 32.7㎡/人 40.2㎡/人

表：若手研究者総数に対する1人当たりの若手研究者の実験・研究スペース

（参考）

○若手研究者総数に対する1人当たりの若手研究者の実験・研究スペース（全法人の若手研究者実験・研

究スペース面積の合計／全法人の総若手研究者数）の面積は12.9㎡。
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59法人

65%

32法人

35%

76法人

84%

15法人

16%

78法人

86%

13法人

14%

主要な施設全てについて、目標の達
成に向け、業務改善を行うとともに、
中長期的な修繕計画において教育
研究上の必要性・緊急性を勘案した
上で年度・施設ごとの修繕費を記載
し、定期的な検証により計画の見直
しを実施。

維持管理に関する取組状況 （H24年度の状況)

中長期的な修繕計画における
修繕費等の記載状況

主要な施設全てについ
て、中長期的な修繕計
画において教育研究上
の必要性・緊急性を勘
案した上で年度・施設ご
との修繕費を記載。

施設の劣化・損耗状況等
の把握状況

主要な施設全てについて、計画
的な巡回点検により劣化・損耗状
況を把握しているとともに、利用
者からの意見聴取等により求めら
れる施設の機能や水準を把握。

主要な施設全て
について、計画的
な巡回点検により
劣化・損耗状況を
把握。

施設の修繕費や故障・修繕歴
の把握等状況

主要な施設全てについて、修
繕費や故障・修繕歴を把握し
ており、中長期的な修繕計画
の見直し等にも活用。

主要な施設全て
について、修繕費
や故障・修繕歴を
把握。

注）上グラフは、国立大学法人、国立大学共同利用機関法人及び（独）国立高等専門学校学校機構を集計（文部科学省調べ）

13. 維持管理に関する取組状況



16

※１ 屋内運動場のほか、武道場、講堂、屋内プールといった大規模空間を持つ施設を含む。（平成25年8月7日付け部長
通知における平成27年度までの対策の完了を目指す対象範囲）

※２ つり天井のほか、照明器具、バスケットゴール、空調設備、放送設備等高所に設置されたものを含む。
※ 推計値には、各大学の自己整備による予定分も含まれており、整備状況により必ずしも実績とは一致しない可能性

がある。

非構造部材（屋内運動場等※１の天井等※２）

153室

355室 435室

612室

0 室

200 室

400 室

600 室

800 室

1,000 室

H25.5 H25'末 H26'末 H27'末

(1,091室)

（自己整備を加えた
推計値）

14. 非構造部材の耐震化状況



平成24年4月1日時点
法人種類 法人数等 全施設策定済 策定率

国立大学法人 86 66 76.7%
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■欧米・アジアの大学におけるサステイナブルキャンパスに関する動向
ISCN（International Sustainable Campus Network）

22カ国47機関で構成
主な活動：憲章、ガイドラインの制定、レポートの公表等

AASHE（Association for Advancement of Sustainability in Higher Education）
１０９４の大学・研究機関、政府機関、企業等で構成されるメンバー（アメリカ、カナダ
が中心）
主な活動：サステイナブルキャンパス構築を実現するための評価システムの提供等

英国、中国、韓国、豪州等でもサステイナブルキャンパスに関する組織がある。

日本国内では大学関係者により、サステイナブルキャンパス推進協議会（通称CAS-Net 
JAPAN）が平成25年度末に設立予定である。

■施設整備費によるCO2削減量・整備面積の推移■国立大学法人等エネルギー使用量 ■国立大学法人等CO2排出量

■京都議定書による地球温暖化対策に関する計画
の策定状況

国立大学法人等二酸化炭素排出量調査により作成

225 207 246 
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0.09 
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CO2排出量
原単位

[万t・CO2] [万t・CO2/万㎡]

4,937 4,542 4,672 

1.867 
1.709 1.735 
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4,500

5,000

H22 H23 H24

エネルギー使用量
原単位

[万GJ] [万GJ/万㎡]

環境省「独立行政法人等の地球温暖化対策に関する計画の策定状況」より作成

国立大学法人等二酸化炭素排出量調査により作成

15. 地球温暖化対策

※１.平成23年度の年間CO2削減量は、国立大学法人施設整備費等
要求書における環境対策より算出
環境対策：年間CO2削減量を明示できる工事項目において、

既存設備等と比較した削減量を各法人が記入する項目

※２.平成24～27年度の年間CO２削減量は、平成23年度における
１㎡辺りの年間削減量より算出

※３.平成25～27年度の整備面積は、目標値を達成する想定で算出
目標値：老朽再生400万㎡,狭隘解消80万㎡,病院再生70万㎡
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16. 施設利用状況調査

○教育研究施設については、ほとんどの法人で施設利用状況調査を実施。

○その他の施設では、法人により施設利用状況調査の範囲にバラツキ。

施設利用状況調査対象施設の状況 H24（施設区分別）

78法人

63法人
49法人 56法人

27法人

26法人

11法人

52法人

38法人

13法人

6法人

10法人

17法人

20法人

4法人

7法人

21法人

18法人

1法人

23法人 25法人
17法人

44法人 25法人
24法人

19法人

36法人

0%

20%

40%

60%

80%

100%

教育研究施設 図書館 体育施設 支援施設 宿泊施設 附属学校 附属病院 管理施設 設備室等

全面積を調査 一部面積を調査 調査していない



老朽再生整備 狭隘解消整備 大学附属病院の再生

整備面積：約９９万㎡ 事業費：約２,２７５億円

事業費：約６９９億円 事業費：約１,２９７億円 事業費：約２７９億円

整備面積：約３０万３千㎡ 整備面積：約５６万３千㎡ 整備面積：約１２万７千㎡

○国立大学法人等が直接実施する事業
個人、企業等からの寄附 約 ９３億円
地方公共団体からの寄附等 約 ３億円
他府省等の補助制度の活用 約 ３６億円
間接経費等による整備 約 １９億円
長期借入金による整備 約 ５０億円
土地処分収入による整備 約１６０億円

○民間事業者等が実施主体となる事業
地方公共団体との連携による整備 約１億円
その他 約 ２億円

○その他
目的積立金による整備 約２８８億円
その他の収入による整備 約 ４７億円

○国立大学法人等が直接実施する事業
個人、企業等からの寄附 約２１４億円
地方公共団体からの寄附等 約 １３億円
他府省等の補助制度の活用 約２０２億円
間接経費等による整備 約 ３３億円
長期借入金による整備 約 ４１億円
土地処分収入による整備 約 ４６億円

○民間事業者等が実施主体となる事業
定期借地権による整備 約 ２３億円
負担付き寄附による整備 約 ２４億円
地方公共団体との連携による整備 約５６億円
その他 約 ３５億円

○借用によるスペースの確保
民間事業者の施設の借用 約 ５２億円
地方公共団地の施設の借用 約１０３億円

○その他
目的積立金による整備 約４２２億円
その他の収入による整備 約 ３２億円

○国立大学法人等が直接実施する事業
個人、企業等からの寄附 約 ９０億円
地方公共団体からの寄附 約 １９億円
他府省等の補助制度の活用 約 ３３億円

○民間事業者等が実施主体となる事業
定期借地権による整備 約 １６億円
その他 約 ２億円

○借用によるスペースの確保
地方公共団地の施設の借用 約 ２億円

○その他
目的積立金による整備 約 ６１億円
その他の収入による整備 約 ５６億円

○国立大学法人
教育研究施設 約１３万２千㎡
宿泊施設 約１０万２千㎡
支援施設 約 ２万７千㎡
その他 約 ３万９千㎡

○国立高等専門学校機構
教育研究施設 約 ２千㎡
その他 約 １千㎡

○国立大学法人
教育研究施設 約３４万１千㎡
宿泊施設 約１２万３千㎡
支援施設 約 ５万３千㎡
その他 約 ３万６千㎡

○大学共同利用法人
研究施設 約 ３千㎡
宿泊施設 約 ２千㎡
その他 約 ３千㎡

○国立高等専門学校機構
教育研究施設 約 ２千㎡

附属病院 約１１万４千㎡
看護士宿舎 約 ９千㎡
食堂・売店等 約 ４千㎡
立体駐車場等 １０件

17. 多様な財源を活用した施設整備の概要（平成１８～２２年度）



実現に向けた取組

（施設整備・システム改革）

キャンパスマスタープラン
の策定

20社会に開かれた個性輝く大学キャンパスの形成

第３次国立大学法人等施設整備５か年計画（平成２３年８月 文部科学大臣決定）

国立大学法人等全体の施設整備方針

【国立大学法人等の取組】

経営戦略

アカデミック
プラン

【国の取組】

ミッション

■「戦略的なキャンパスマスタープランづくりの手引き」

・「基本編・実践編」（平成22年3月）

・「体制とプロセス編」（平成25年5月）

■ 「国立大学等キャンパス計画指針」（平成２５年度）

→ キャンパスづくりの基本的な考え方、留意事項を提示

→ マスタープランの作成方法、実効性のある作成例を解説

財政支援

システム改革の推進
・施設マネジメントの推進

・多様な財源を活用した施設整備の推進

■ 国立大学等施設整備指針の策定（平成２６年度予定）

→ 設計する際の基本方針、施設水準の確保及び留意事項等を提示

ＰＤＣＡサイクル
による実施

■ 国立大学等施設の総合的なマネジメントに関する検討会報告
（平成２６年度予定）

→今後の施設マネジメントの在り方、取組事例を含めた推進方策等を提示

■ 附属病院の施設整備に関する検討会・報告書（平成２６年３月予定）

→ 今後の国立大学附属病院施設整備において留意すべき事項等を提示

第４期科学技術基本計画（平成23年8月19日 閣議決定）

18.長期的視点に立った施設整備の推進
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・病院

■国立大学等のキャンパス整備の在り方に関する検討会
（平成24年6月～平成25年3月）

目的
大学改革の動向やキャンパスに関する社会的要請を踏まえ，キャン
パスの目指すべき方向性や、今後のキャンパスづくりの在り方などを明
らかにすること。

主な内容
今後のキャンパスづくりの基本的考え方として「創造的再生」を提案。
創造的再生：
これまでの歴史の集積である既存キャンパスの長所を生かしていくことを
前提に、長期的展望の下、限られた投資で最大の効果を得られるよう、
知恵とアイディアを集め、大学の機能強化や個性・特色の伸長につながる
キャンパスに再生していくこと。（平成26年3月報告）

国立大学等キャンパス計画指針（平成25年9月）策定

■国立大学等施設の総合的なマネジメントに関する検討会
（平成25年10月より検討開始）

■今後の国立大学附属病院施設整備に関する検討会
（平成24年12月～平成26年3月）

目的
地域間及び附属病院間ネットワークの中で、患者、医療従事者の視
点及び経営的な視点、並びに医療制度改革での議論なども踏まえて、
今後の附属病院施設整備のあり方を検討すること。

主な内容
これまでの附属病院再開発整備の成果と課題を整理した上で、今後
の附属病院施設の整備に当たっては，「個々の附属病院の機能・役割
を踏まえた、変化に対応する病院施設」を目指した取組の重要性を提
案。
また、附属病院を取り巻く情勢を踏まえて、施設整備上の基本的な
視点及び留意事項を取りまとめ。（平成26年3月報告予定）

■国立大学等施設の設計に関する検討会
（平成25年6月～平成26年2月）

目的
大学改革の動向や施設に関する社会的要請を踏まえ、施設を設計す
る際の基本的考え方や留意事項等について検討すること。

主な内容
個々の施設設計における大学機能の活性化策として、学生や研究者
の視点をより重視した「教育研究空間の最適化」や「施設水準の向上」、
「設計プロセスの改善」等について取りまとめ。（平成26年3月報告予定）

国立大学等施設設計指針（仮称）（平成26年策定予定）

目的
教育研究と施設整備・管理が有機的連携を持って国立大学等の機
能強化等に資するよう、経営戦略に基づいた施設の総合的なマネジメ
ントに関して検討する。

主な検討内容
大学経営としての施設のマネジメント及び大学の理念等を実現するた
めの施設のマネジメントという視点から、施設のマネジメントの基本的な
考え方及び具体的な実施手法について検討。 （平成26年度報告予
定）

19. 最近の有識者会議における検討事項
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